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1 まえがき
近年,急速なグローバル化に伴い国際コミュニケーション

言語としての英語の比重が大変大きくなっており,日本人が
英語を記述する機会が増加している. しかしながら, 英語非
母語話者である日本人が正しい文法で英語を記述することは
非常に難しい. 特に日本語には英語における冠詞の概念が存
在しない為,冠詞の用法の誤り (以下,冠詞誤り)を犯す確率
が高い [1].

しかしながら英語における冠詞は,対象名詞が意味的に限
定されているか否か,等の情報を持つなど,その役割は非常に
重要である [2]. このため日本人が英語で記述した論文等を提
出する際, 多くの人が英文の校正を希望している. これまで
英文の校正は, 専門知識を持った英語母語話者によって行わ
れてきた. しかし, 人手による校正は多くの時間と労力を必
要とするため,文法の誤りを検出,訂正するシステムの需要が
増えている. そこで本論文では日本人の記述した英文での誤
りが多いとされる冠詞誤りを検出し,正しい冠詞を付与する
「冠詞誤り訂正システム」の実現を目指す.

ここで,実際に正しい冠詞の付与を行うには冠詞の用例集,

辞書等を参照する方法が考えられるが,紙面の情報だけでは
限界がある. またイディオムなどの固定表現のように文法書
に記述されていない例外的な用法も多い. 以上のような点か
ら,冠詞付与を行う際の規則を全て人手で抽出し,構築するの
は非常に困難である. そこで電子化された英字新聞などの文
法的信頼性が高いコーパスから抽出した統計量に基づいて,

冠詞に関する規則を機械的に作成し,その規則を用いて冠詞
誤りを検出し正しい冠詞を付与する研究等が行われている.

冠詞誤りを検出する手法として手法 [1, 3, 4, 5]等が,冠詞
を付与する手法として手法 [6, 7]等が提案されている. 手法
[1, 3, 4, 6, 7]はコーパスから抽出した規則に基づく冠詞誤り
の検出や冠詞付与を行っている. しかしながらコーパスの有
限性により,添削対象となる文書とコーパスの相性によって
は適用できる規則が少なくなる,いわゆるデータスパースネ
スの問題が発生している. 平野ら [5] は添削対象の冠詞を含
む動詞句またはその類似フレーズをクエリとして,WWWの
検索エンジンから得られる検索ヒット数に基づいた冠詞誤り
の検出手法を提案している. 一般的なコーパスベースの手法
と異なりWWW を用いている為, データスパースネスの問
題にある程度対応しているが,得られる検索結果であるスニ
ペット内の英文の文法的信頼性の問題があげられる.

データスパースネスの問題を解決する一手法として,規則
中の名詞の上位概念を考慮する事により,その規則の適用範囲

を拡張する手法が考えられる. また一般的な用例集には「前
置詞 “by”と輸送手段を表す名詞の間に出現する冠詞は無冠
詞である (e.g.: by φ bus)」[8]のように具体的な名詞が全て
記述されているわけではなく,個々の名詞の概念（シソーラ
ス）で用例が記述されている場合も多い. 実際に人間が英語
を記述する際にも,具体的な名詞毎に用例を考えるのではな
く, 名詞の概念により用例を考えるのが自然である. 例えば
“bus” に冠詞を付与する場合と “taxi” に冠詞を付与する場
合の考え方は似ている. このような観点から名詞の上位概念
を用いた規則の拡張は妥当であると考えられる.

本研究では永田ら [7]の冠詞付与手法 (以下,従来手法)を
ベースとし,規則中の名詞の上位概念を考慮して規則を拡張
する手法を提案する. これにより, データスパースネスの問
題に対応した冠詞付与手法の実現を目指す.

2 従来の冠詞付与手法
2.1 従来の冠詞付与手順
従来手法ではコーパスから冠詞を中心とした単語列を抽出

し,その単語列のうち冠詞の分布に偏りがあるものを規則とし
て学習していた. また規則毎に冠詞生起確率を推定していた.

具体的には,はじめにコーパスから冠詞を中心として前に
n+ 単語,後に n− 単語の単語列を抽出する. 例えば,

... knowledge of the chemistry of alcohol ...

という文において,n+ ≤ 2 and n− ≤ 2の場合,

knowledge of the chemistry of

knowledge of the chemistry

knowledge of the

of the chemistry of

of the chemistry

of the

the

という単語列が抽出される. 本研究では, イディオムの一般
的な長さやデータ量を考慮して,n+ ≤ 5, n− ≤ 5とする.

次に各単語列の生起頻度 f(x) を取得する. また冠詞を
ART={a,the,φ(無冠詞)}, 冠詞αを含む単語列 B を (α |B)

とし,冠詞生起確率を以下の式で定義する.
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p(α |B) =
f(α |B)

f(a|B) + f(the|B) + f(φ|B)
(1)

このように取得した単語列,生起頻度,冠詞生起確率を冠詞付
与規則として学習する.

最後に,入力文中の冠詞付与対象箇所について適用可能な
規則のうち,冠詞生起確率が最大の規則を用いて冠詞付与を
行う. ここで適用可能な規則の生起確率値の最大値が閾値θ
以下であれば, 冠詞付与は行わない. またここで閾値θの値
(0 ≤θ ≤ 1)は使用目的に応じてユーザ側で指定する.

2.2 冠詞付与規則の信頼性
(1)式において,規則の生起頻度自体が少なければ,その生

起分布の偏りや生起確率値の信頼性は低い. 例えば, 冠詞 α

とだけ 1 回共起している生起頻度 1 回の規則 Ia(生起確率
100%)より,冠詞 αと 98回共起している生起頻度 100回の
規則 Ib(生起確率 98%)の方がより確実に偏っており信頼でき
る,といえる. 本研究では統計的に生起確率の信頼性を評価す
るために,χ2 検定を用いた. すなわち,各冠詞付与規則につい
て,各冠詞に対する生起確率を標本値とし,「各冠詞の出現確
率は冠詞付与規則に関らず等しい」を帰無仮説として χ2 適
合度検定を行う. 各冠詞の分布確率を理論確率 px(x∈ART )

とすると,統計量 χ2 は以下の式で与えられる.

χ2(y) =



∑
x∈ART

(f(x|y)−f(ART |y)×px)2

f(ART |y)×px

(ny > 15)∑
x∈ART

(|f(x|y)−f(ART |y)×px|−0.5)2

f(ART |y)×px

(ny ≤ 15)

χ2(y) > χ2
α であれば,帰無仮説が有意水準αで棄却される.

本研究では有意水準 1%で検定を行った. ここで棄却された
規則が理論確率分布からのずれが大きく,信頼できる規則と
して冠詞付与を行う.

3 提案手法
3.1 名詞の上位概念の考慮
本研究では手法 [7]におけるデータスパースネスの問題を

解決する為に,名詞の上位概念を考慮した規則の拡張を提案
する. 以下,単語列そのものから作成した従来の規則を “従来
単語規則”,名詞の上位概念を用いて作成した規則を “拡張規
則” と定義する. ここで, ある名詞が別の名詞の上位概念で
あるとは,ある名詞がより一般的,より総称的,より抽象的な
ものを指すものである. 本研究では名詞の上位概念を取得す
る方法として,シソーラス辞書であるWordNet[9]を用いた.

本研究ではWordNetのシソーラスのうち上位概念を利用し
た. 図 1に “apple”のWordNetの上位概念の構成例を示す.

ここで図中の “[...#n#...]”は上位概念を意味する.

図 1: Example of Structure of WordNet Hypernyms

3.2 名詞の上位概念を考慮した冠詞付与手法
拡張規則を生成する手順として,全ての従来単語規則の各々

に対し, 規則中の名詞の上位概念をWordNet から抽出し本
来の名詞と置換し拡張規則を生成する. 異なる従来単語規則
から同一の拡張規則が生成される場合は生起頻度を足し合わ
せる事により一つの拡張規則とする. また一つの従来単語規
則中に名詞が複数個含まれている場合は,データ量の問題か
ら置換する名詞は一つずつとする. 従って, 一つの従来単語
規則に名詞がm個含まれているとき,生成される拡張規則は
m個となる. 例えば,

φ further software testing

という従来単語規則からは以下の拡張規則が生成される.

φ further [code#n#3] testing

φ further software [investigation#n#2]

3.3 多義語の上位概念置換
多くの英語名詞は多義語であり,多義語を上位概念で置換

するには文脈を考慮し適切な上概念を選択する必要がある.

しかし本研究では,文の表層情報のみを考慮しているため,文
脈を考慮した上位概念の選択は不可能である. そこで「関連
する語は同じ文章中や近い位置で共起する.類似したコンテキ
ストに現れる単語は,類似した性質を持つ.[10]」というヒュー
リスティクスを利用する. すなわち, 同じ分野の文書では同
じ上位概念をもつ単語が多い,ということを利用する.

本研究では同じ分野の基準として,Reuters-21578コーパス
[11]中のトピックタグを利用した. すなわち,同じトピックタ
グが付与されている文書を同じ分野の文書として扱った.

具体的には,はじめにコーパス中の全名詞を抽出し,Word-

Net からその名詞の上位概念を抽出する. 次に, 抽出した上
位概念の頻度を取得し,トピック毎に上位概念の頻度分布表
を作成する. このように作成した頻度分布表を用いて, ある
名詞を上位概念で置換する際に,その名詞の複数の上位概念
のうち, 名詞の所属するトピックと同じトピック名の頻度分
布表の頻度が最上位の上位概念と置換する. ここで χ2 適合
度検定において,上位の頻度に統計的な差が見られなかった
場合は複数の上位概念と置換する.
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例えばここで “wheat”という多義語が複数の上位概念 ([ce-

real#n#1],[grain#n#2],[yellow#n#1]) を持ち,grain トピ
ックの頻度分布表が

上位概念 頻度
[cereal#n#1] 1405

[time period#n#1] 1226

[grain#n#2] 1025

[metric weight unit#n#1] 956

[yellow#n#1] 826

: :

: :

という分布をしていた場合,grainトピック内から生成された

φ wheat

という従来単語規則からは,以下の拡張規則のみが生成される.

φ [cereal#n#1]

但し,[cereal#n#1]と [grain#n#2]の頻度に統計的な差が
見られない場合は以下の二つの拡張規則が生成される.

φ [cereal#n#1]

φ [grain#n#2]

なお今回はトピックタグが付与されている特殊なコーパス
を利用した. このようなタグがない文書に本手法を適用する
場合,論文などの比較的長い文書の場合はその文書中の全名
詞から頻度分布表を作成する. また今回の新聞記事のような
比較的短い文章の場合は文書クラスタリング [12] などを行
い,同一クラスタ内の全名詞から頻度分布表を作成し,利用す
ることで応用が可能であると考えられる.

4 評価実験
4.1 評価方法
本実験では,Recall(冠詞付与率),Precision(冠詞付与精度),F

値の 3種類の尺度に対し,10分割交差法を用いた性能評価を
行った. 各値は以下の式で定義できる.

Recall =
システムが正しい冠詞を付与した数
入力文中の全冠詞付与箇所数

Precision =
システムが正しい冠詞を付与した数

システムによる冠詞付与数

F 値 =
(1 + b2) × Precision × Recall

b2 × Precision + Recall

ここで |b| の値が 0 に近い程 Precision が重視された値が求
められる. 本研究では b = 1(調和平均)として評価を行った.

実験手順として,はじめに,評価用コーパス中の冠詞を全て
除去する. 次に除去した冠詞を正しい冠詞とし, 除去した箇
所に対して冠詞付与実験及び評価を行った.

総記事数 総単語数 総冠詞箇所数 (a, the φ)

4828 811473 180587

表 1: Corpus scale

図 2: Recall and Precision

本実験では学習用および評価用コーパスとして,Reuters-

21578コーパス [11]を使用した. Reuters-21578コーパスは
Reutersが配信した記事に対して人手でトピックを付与した
ものである. 本実験では主要 9トピックが付与されている記
事を使用した.使用したコーパスの規模は表 1の通りである.

4.2 実験結果及び考察
はじめに Recallと Precisionの実験結果を図 2に示す. 従

来手法に比べて Recallの値は,全ての閾値において上昇して
いる. これは上位概念を用いて規則の拡張を行った為, 適用
できる規則が増えた為と考えられる. 一方,Precisionの値は
全ての閾値においてわずかに低下している. これは上位概念
を用いて生成された拡張規則の曖昧性が高いことに起因して
いると考えられる.

次に Recallと Precisionの調和平均である F値を図 3に
示す. F値は全ての閾値において上昇している. これは,わず
かな Precisionの減少は見られるがシステム全体のパフォー
マンスは上昇している事を示している. 特に従来手法におい
て,Precisionは高い値を示すがRecallの値が低かった高閾値
において,例えば θ = 0.95においては 6%の顕著な上昇が見
られた.

またここで横軸に Recall,縦軸に Precisionを取る,PR曲
線を図 4に描く. 図 4を見ると,提案手法の PR曲線が全体
的に右上に位置していることからシステム全体のパフォーマ
ンス向上が見られる.

F値,PR曲線の両観点から,本提案手法は有効である事が
わかった. また本手法を用いることにより,一般的なイディオ
ム集と違い,シソーラスを用いたイディオム集の作成が可能
であり,様々な学習支援にも応用できると考えられる.
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図 3: F-measure

5 まとめ
本論文では,以前に提案されていた冠詞付与手法において

名詞の上位概念を用いる事により冠詞付与規則を拡張し,デー
タスパースネスの問題に対応した冠詞付与手法について述べ
た. また多義語の存在により, 名詞の上位概念が複数個存在
する場合において,適切な上位概念を選択する手法の提案を
行った. 実験の結果,名詞の上位概念を考慮した冠詞付与規則
を用いることにより,Precisionを下げずに,Recallを向上させ
られることが確認された. 特に従来手法において,Precision

は高い値を示すが Recallの値が低かった高閾値において,例
えば θ = 0.95の F値において 6%の顕著な上昇が見られた.

今後の課題としては,さらなるRecallの向上が挙げられる.

現在では名詞の一段階上の上位概念のみを考慮している. こ
こで更に複数段階上の上位概念を考慮することで,より多く
のデータスパースネスの問題を解決することができると考え
られる. しかしながら複数段階上の上位概念を考慮すること
により,適用できる規則が増す一方で,その規則の曖昧性が高
くなり Precisionの低下が引き起こされると予測される. し
たがって,何段階上の上位概念までを考慮するか,という選定
方法が重要になってくる. この選定方法の検討については今
後の課題としたい. またWordNetに含まれていない人名,組
織名, 地名などの単語の対処については,WordNet の下層部
をWikipediaで補間したシステム「YAGO[13]」などの利用
を検討している.
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